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資　　料

　抄　録　上位のマルチクレームを引用しており，かつ自らもマルチクレームである「マルチマルチ
クレーム」の使用が中国，韓国及び台湾において禁止されていることはよく知られている。しかし，
これらの国の間で，禁止されるマルチマルチクレームの射程に相違があることはあまり知られていな
い。本稿では，各国におけるマルチマルチクレームの取り扱いの相違について説明するとともに，マ
ルチマルチクレームである旨の拒絶理由を回避するための補正として，中国，韓国及び台湾について
一律に同じ補正を採用するのではなく，各国におけるマルチマルチクレームの取り扱いの相違を考慮
して，上記拒絶理由を回避するための必要最小限の補正を各国で行うことの重要性について説明する。
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1 ．	はじめに

本稿において「マルチクレーム」とは，多数
項引用クレーム，すなわち，上位クレームの２
以上を引用しているクレームを意味する。

また，「マルチマルチクレーム」とは，上位
の多数項引用クレームを引用している多数項引
用クレームのことであり，すなわち，上位のマ
ルチクレームを引用しており，かつ自らもマル
チクレームであるクレームをいう。マルチマル
チクレームは，マルチクレームの１種である。
例えば，下記の〈例１〉において，請求項３

はマルチクレームであり，請求項４はマルチマ
ルチクレームである。請求項４は，マルチクレ
ームである請求項３を引用しつつ，自らもマル
チクレームとなっている。

〈例１〉
１．Ａを含む組成物。
２．Ｂをさらに含む請求項１に記載の組成物。
３． Ｃをさらに含む請求項１又は２に記載の組
成物。

４． Ｄをさらに含む請求項１～３のいずれか１
項に記載の組成物。
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マルチクレームは，日本，米国，欧州，中国，
韓国及び台湾を含む主要国において，その使用
が認められている（ただし，米国ではマルチク
レームの使用のために庁費用を要する）。
一方，マルチマルチクレームに関しては，一
部の国においてその使用が認められておらず，
拒絶理由の対象となる。例えば，米国の他，中
国，韓国及び台湾がマルチマルチクレームの使
用を認めていないことは，海外特許実務を担当
する者にとってよく知られている。したがって，
マルチマルチクレームを含む日本出願を優先権
の基礎として中国，韓国，台湾に出願をする場
合，各国出願時や拒絶理由通知に対する応答時
に，マルチマルチクレームである旨の拒絶理由
を回避するための補正をすることが一般的な実
務となっている。
しかし，中国，韓国及び台湾の間で，禁止さ
れる（拒絶理由となる）マルチマルチクレーム
の射程に相違があることはあまり知られていな
い。すなわち，中国，韓国及び台湾のすべてが，
あらゆるタイプのマルチマルチクレームを禁止
している訳ではなく，マルチマルチクレームと
いえるものであっても，そのタイプによっては
これを認める国が実は存在している。
本稿では，中国，韓国及び台湾のアジア３か

国において，マルチマルチクレームがどのよう
に取り扱われるか，及び，その取り扱いがどの
ように相違しているかについて説明する。また，
この相違を考慮するとき，マルチマルチクレー
ムである旨の拒絶理由を回避するための補正の
要否又は補正の内容が，上記アジア３か国の間
で異なり得ることを説明する。

2 ．		中国，韓国及び台湾におけるマル
チマルチクレームの取り扱い

2．1　	マルチマルチクレーム禁止条項の確認

（1）中　国
専利法実施細則第22条第２項は，次のように

規定している。下線部がマルチマルチクレーム
の禁止に関わる箇所である。

『従属クレームはその前のクレームしか引用
できない。２つ以上のクレームを引用する多項
従属クレームは，択一的にその前のクレームを
引用し，かつ他の多項従属クレームの基礎とし
てはならない。』

（2）韓　国
特許法施行令第５条第６項は，マルチマルチ
クレームに関して，次のように規定している。

『２以上の項を引用する請求項でその請求項
の引用された項は，再び２以上の項を引用する
方式を使用してはならない。２以上の項を引用
した請求項でその請求項の引用された項が再び
一つの項を引用したあとその一つの項が結果的
に２以上の項を引用する方式に対してもまた同
じである。』

（3）台　湾
専利法施行規則第18条第５項は，次のように

規定している。下線部がマルチマルチクレーム
の禁止に関わる箇所である。

『従属クレームは，先行する従属クレーム又
は独立クレームのみを引用することができる。
ただし，多数項従属クレーム間での直接又は間
接の従属は認めない。』
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2．2　中国，韓国及び台湾における相違

2．1節に掲げる禁止条項の記載及び現地事務
所への聴取によれば，中国，韓国及び台湾にお
いてマルチマルチクレームは，次のように取り
扱われ，このうち，中国及び台湾においては，
マルチマルチクレーム禁止対象に例外があるこ
とがわかる。

（1）中　国
あらゆるタイプのマルチマルチクレームが禁
止されている訳ではなく，次のタイプのマルチマ
ルチクレームは，禁止対象の例外となっている。
１）上位のマルチクレームを引用しており，
かつ自らもマルチクレームであるマルチマルチ
クレームが独立クレームであるタイプ（専利法
実施細則第22条第２項）。
以下，このタイプのマルチマルチクレームを

「独立クレーム関与型」ともいう。
２）マルチマルチクレームが上位の単項引用
クレームを引用しており，その単項引用クレー
ムがさらに上位のマルチクレームを引用してい
るタイプ１）。
以下，このタイプのマルチマルチクレームを

「単項引用クレーム介在型」ともいう。
このように中国では，独立クレーム関与型及
び単項引用クレーム介在型のいずれにも属しな
いマルチマルチクレームのみが禁止対象である
ことに留意すべきである。

（2）韓　国
独立クレーム関与型及び単項引用クレーム介
在型を含むあらゆるタイプのマルチマルチクレ
ームが禁止されており，例外は存在しない（特
許法施行令第５条第６項）。

（3）台　湾
あらゆるタイプのマルチマルチクレームが禁

止されている訳ではなく，独立クレーム関与型
のマルチマルチクレームは，禁止対象の例外と
なっている（専利法施行規則第18条第５項）。
このように台湾では，独立クレーム関与型に

属しないマルチマルチクレームが禁止対象であ
ることに留意すべきである。

2．3　相違点のまとめ

中国，韓国及び台湾におけるマルチマルチク
レームの取り扱いの相違を表１にまとめた。マ
ルチマルチクレームについて，最も厳しい要件
を課しているのは韓国であり，台湾がこれに続
き，最も緩い要件を課しているのは中国である。

表１　	マルチマルチクレームの取り扱いの相違（中
国，韓国，台湾）

中国 韓国 台湾
独立クレーム 
関与型 ○ × ○

単項引用 
クレーム介在型 ○ × ×

上記以外のマルチ
マルチクレーム × × ×

○：許容，×：禁止

3 ．		独立クレーム関与型と単項引用ク
レーム介在型の具体例

本章では，独立クレーム関与型マルチマルチ
クレーム，単項引用クレーム介在型マルチマル
チクレームの具体例を挙げるとともに，これら
の具体例を使って，中国，韓国及び台湾におけ
るマルチマルチクレームの取り扱いの相違につ
いてより明快に説明する。

3．1　独立クレーム関与型

下記の〈例２〉は，独立クレーム関与型のマ
ルチマルチクレームを含むクレームセットの一
例である。
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〈例２〉
１．Ａを含む組成物。
２．Ｂをさらに含む請求項１に記載の組成物。
３． Ｃをさらに含む請求項１又は２に記載の組
成物。

４． 請求項１～３のいずれか１項に記載の組成
物から形成される被覆層。

〈例２〉の請求項４は，１章に掲げた〈例１〉
の請求項４と同様に，マルチクレームである請
求項３を引用しつつ，自らもマルチクレームと
なっているから，マルチマルチクレームである。
ただし，このマルチマルチクレーム（請求項４）
は，それが引用している請求項３に記載の発明
に係る物（組成物）とは異なる種類の物（被覆
層）に関するクレームであるから，請求項３と
の間で従属関係にある訳ではなく，請求項４は
独立クレームである。この点で，〈例２〉の請
求項４は，〈例１〉の請求項４と相違している。
すなわち，〈例２〉の請求項４は，独立クレー
ム関与型のマルチマルチクレームである。
したがって，〈例２〉の請求項４は，韓国で
は拒絶されるが，中国及び台湾では許容される。
〈例２〉のように，マルチマルチクレームに
記載の発明に係る物の種類と，それが引用する
マルチクレームに記載の発明に係る物の種類と
が互いに異なる場合に限らず，両クレームに記
載の発明のカテゴリが互いに異なる場合（例え
ば，物と物の製造方法）も，そのマルチマルチ
クレームは独立クレームである。
なお，１章に掲げた〈例１〉の請求項４は，
独立クレーム関与型及び単項引用クレーム介在
型のいずれにも属しないため，中国，韓国及び
台湾のすべての国において拒絶される。

3．2　単項引用クレーム介在型

下記の〈例３〉は，単項引用クレーム介在型
のマルチマルチクレームを含むクレームセット

の一例である。

〈例３〉
１．Ａを含む組成物。
２．Ｂをさらに含む請求項１に記載の組成物。
３． Ｃをさらに含む請求項１又は２に記載の組
成物。

４．Ｃがｃ１である請求項３に記載の組成物。
５．Ｃがｃ２である請求項３に記載の組成物。
６． Ｄをさらに含む請求項４又は５に記載の組
成物。

〈例３〉において，マルチクレームである請
求項６は，上位のマルチクレームである請求項
３を直接的に引用している訳ではない。しかし，
請求項６が引用している請求項４，５がマルチ
クレームである請求項３を引用していることか
ら，マルチクレームである請求項６は，単項引
用クレームである請求項４，５を介して間接的
にマルチクレームである請求項３を引用してい
る。すなわち，〈例３〉の請求項６は，単項引用
クレーム介在型のマルチマルチクレームである。
したがって，〈例３〉の請求項６は，韓国及

び台湾では拒絶されるが，中国では許容される。

3．3　	独立クレーム関与型と単項引用クレ
ーム介在型との混在

下記の〈例４〉は，独立クレーム関与型のマ
ルチマルチクレーム及び単項引用クレーム介在
型のマルチマルチクレームの両方を含むクレー
ムセットの一例である。

〈例４〉
１．Ａを含む組成物。
２．Ｂをさらに含む請求項１に記載の組成物。
３． Ｃをさらに含む請求項１又は２に記載の組
成物。

４．Ｃがｃ１である請求項３に記載の組成物。
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５．Ｃがｃ２である請求項３に記載の組成物。
６． Ｄをさらに含む請求項４又は５に記載の組
成物。

７． 請求項１～６のいずれか１項に記載の組成
物から形成される被覆層。

〈例４〉の請求項６は，〈例３〉の請求項６と
同様，単項引用クレーム介在型のマルチマルチ
クレームである。したがって，〈例４〉の請求
項６は，韓国及び台湾では拒絶されるが，中国
では許容される。
一方，〈例４〉の請求項７は，〈例２〉の請求
項４と同様，独立クレームである。したがって，
〈例４〉の請求項７は，韓国では拒絶されるが，
中国及び台湾では許容される。

4 ．		マルチマルチクレームである旨の
拒絶理由を回避するための補正

本章では，マルチマルチクレームを含む日本出
願を優先権の基礎として中国，韓国，台湾に出
願することを想定して，これら各国において指摘
され得るマルチマルチクレームである旨の拒絶
理由を回避するための補正について検討する。

4．1　	各国におけるマルチマルチクレーム
のタイプ別補正案

１章に掲げた〈例１〉の場合，このマルチマ
ルチクレームは，独立クレーム関与型及び単項
引用クレーム介在型のいずれでもないため，例
外なく一律に中国，韓国及び台湾で拒絶される。
この拒絶理由を回避するための補正は，これら
の国の間で異なっている必要は特段なく，共通
の補正内容であってよい。補正案としては，表
２に示す案が考えられる。
表２において，「補正前」及び各「補正案」

の欄に記載される数字は，「請求項番号」の欄
に記載される請求項が引用する請求項の番号を
示す。各補正案は，「請求項番号」の欄に記載

される請求項が引用する請求項の番号を下線部
のように補正するものである。表３～表５にお
いても同様である。

表２　〈例１〉の補正案

請求項
番号

その請求項が引用している請求項の番号
補正前 補正案 1 補正案 2 補正案 3

1 － － － －
2 1 1 1 1
3 1, 2 1 1, 2 1, 2
4 1, 2, 3 1 1, 2 1, 2

5（新設） － － － 3

補正案１は，すべてのマルチクレーム（請求
項３及び４）を単項引用クレームに補正する案
である。補正案２は，マルチマルチクレームを
無くすために，請求項４が引用する請求項１～
３から請求項３を削除する補正である。補正案
３は，補正案２において請求項３を削除する代
わりに，引用先を請求項３とする請求項５を新
設する案（請求項４を２つのクレームに分割す
る案）である。
〈例１〉のマルチマルチクレームは，独立ク
レーム関与型及び単項引用クレーム介在型のい
ずれでもないから，中国，韓国及び台湾のいず
れにおいても，マルチマルチクレームである旨
の拒絶理由を回避するために，例えば表２に示
すような補正が必要である。
しかし，マルチマルチクレームが独立クレー
ム関与型や単項引用クレーム介在型であると
き，中国や台湾においては，上記拒絶理由を回
避するための補正を要しないことがある。２章
で見てきたように，中国では独立クレーム関与
型及び単項引用クレーム介在型が，台湾では独
立クレーム関与型が，そもそも禁止対象の例外
となっているからである。
したがって，3．1節に掲げる〈例２〉の場合，
各国における補正案は，例えば表３に示すよう
になり，中国及び台湾ではそもそも補正を要し
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ない。なお，表３の例において韓国では，請求
項４が引用する請求項１～３から請求項３を削
除する補正を行っているが，例えば，表２の補
正案３のように，請求項４を２つのクレームに
分割する補正であってもよい。

表３　中国，韓国，台湾における〈例２〉の補正案

請求項
番号 補正前

補正案
中国 韓国 台湾

1 －

補正を
要しない

－

補正を
要しない

2 1 1
3 1, 2 1, 2
4 1, 2, 3 1, 2

3．2節に掲げる〈例３〉の場合，各国におけ
る補正案は，例えば表４に示すようになり，中
国ではそもそも補正を要しない。なお，表４の
例において韓国及び台湾では，請求項６を単項
引用クレームである２つのクレームに分割する
補正を行っている。請求項６を２つのクレーム
に分割する代わりに，請求項３を２つのクレー
ムに分割する補正であってもよい。

表４　中国，韓国，台湾における〈例３〉の補正案

請求項
番号 補正前

補正案
中国 韓国 台湾

1 －

補正を
要しない

－ －
2 1 1 1
3 1, 2 1, 2 1, 2
4 3 3 3
5 3 3 3
6 4, 5 4 4

7（新設） － 5 5

3．3節に掲げる〈例４〉の場合，各国におけ
る補正案は，例えば表５に示すようになり，中
国ではそもそも補正を要しない。台湾では，禁
止対象である単項引用クレーム介在型のマルチ
マルチクレームを無くすために請求項６のみを
補正すればよく，独立クレーム関与型のマルチ
マルチクレームである請求項７の補正は不要で

ある。韓国では，禁止対象であるマルチマルチ
クレームが２つあり（請求項６及び７），両方
について対処しなければならない。表５の例に
おいて，韓国では，マルチクレームである請求
項３及び６をそれぞれ単項引用クレームにする
補正をしているが，請求項３及び６のそれぞれ
を２つのクレームに分割する補正であってもよ
い。また，補正する請求項を，請求項３及び６
ではなく，請求項６及び７とすることも考えら
れる。

表５　中国，韓国，台湾における〈例４〉の補正案

請求項
番号 補正前

補正案
中国 韓国 台湾

1 －

補正を
要しない

－ －
2 1 1 1
3 1, 2 1 1, 2
4 3 3 3
5 3 3 3
6 4, 5 4 4
7 1 -6 1 -6 1 -6

4．2　	マルチマルチクレームの取り扱いの相
違を考慮して補正することのメリット

表５をみれば明らかなように，中国，韓国及
び台湾におけるマルチマルチクレームの取り扱
いの相違を考慮し，これら各国において指摘さ
れ得るマルチマルチクレームである旨の拒絶理
由を回避するために必要な最小限の補正を行う
と，補正後のクレームセット（ただし，〈例４〉
の場合，中国での補正は不要である。）が，引
用形式において各国間で互いに異なり得ること
がわかる。
各国におけるマルチマルチクレームの取り扱

いの相違を考慮して，マルチマルチクレームで
ある旨の拒絶理由を回避するための必要最小限
の補正を行うことは，次の点で有利であると考
えられる。
１）各国におけるマルチマルチクレームの取

り扱いの相違を何も考慮せずに，マルチマルチ
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クレームについて最も厳しい要件を課している
韓国においてマルチマルチクレームである旨の
拒絶理由を回避できるような補正を中国，韓国
及び台湾について一律に採用することは，その
マルチマルチクレームが独立クレーム関与型や
単項引用クレーム介在型であるとき，そもそも
不要であった補正を中国，台湾で行うことを意
味する。
各国におけるマルチマルチクレームの取り扱
いの相違を考慮して，上記のような不要な補正
手続を回避することは，権利化にかかるコスト
及び作業負担の削減に寄与する。
なお，韓国においてマルチマルチクレームで

ある旨の拒絶理由を回避できるような補正を各
国共通に適用する場面とは，典型的には，中国，
韓国及び台湾への出願時に自発補正をする場面
であろう。したがって，出願時ではなく，マル
チマルチクレームである旨の拒絶理由が通知さ
れたときに，その国で指摘された拒絶理由に係
るクレームに対して補正するようにすれば，マ
ルチマルチクレームの取り扱いが各国で異なる
ことを仮に知らなくても，上記のような不要な
補正手続を回避することはできるであろう。た
だし，この場合でも，例えば，なぜある特定の
マルチマルチクレームが韓国では拒絶され，中
国では拒絶されないという事態が生じ得るのか
を知っておくことは有用である。
２）各国におけるマルチマルチクレームの取
り扱いの相違を考慮して，マルチマルチクレー
ムである旨の拒絶理由を回避するための必要最
小限の補正をその国で行うことは，独立クレー
ムに記載の上位概念に係る発明の下位概念に属
し，当該上位概念に係る発明のより具体的な実
施形態を特定する下位クレームをできるだけ数
多く維持することを意味する。このことは，権
利化後において，被疑侵害品や被疑侵害方法が
特許請求の範囲の技術的範囲に属することの立
証を容易にすると考えられる。このメリットは，

特許請求の範囲に，独立クレームに加えて，そ
の下位概念に属する下位クレーム（従属クレー
ム）を設けることのメリットと同様である。
３）細かいメリットではあるが，中国におい

ては次のようなメリットもある。
中国において，権利化後に無効宣告請求（無

効審判請求）を受けた場合，特許権者は特許請
求の範囲を補正することができる。補正の具体
的な方式は，ⅰ）請求項の削除，ⅱ）請求項の
併合，ⅲ）技術方案の削除に限られる（審査指
南第４部分第３章４．６．２）。請求項の併合と
は，同じ独立クレームに従属する２以上のクレ
ームを上記独立クレームと組み合わせて新たな
クレームを作成することをいう。
ⅰ）及びⅲ）の削除補正は，審決が出される

まで提出が認められているが，ⅱ）の併合補正
は，無効宣告請求書に対する答弁書提出期間等
の所定の時期に提出されなければならない（審
査指南第４部分第３章４．６．３）。
例えば，3．1節に掲げる〈例２〉において，

韓国にてマルチマルチクレームである旨の拒絶
理由を回避できるような補正を，不要であるに
もかかわらず中国でも適用し，請求項３及び４
の引用先をそれぞれ請求項１のみとする補正を
権利化前に行っており，権利化後の無効宣告請
求に対して，請求項１～３を組み合わせて，「Ａ
とＢとＣとを含む組成物」という新たなクレー
ムを作成する場合，この補正は上記ⅱ）の併合
補正に相当するので，厳しい時期的要件が課さ
れる。
これに対して，〈例２〉のクレームセットは

中国では拒絶の対象ではなく許容されていると
ころ，〈例２〉の引用関係をそのまま維持した
状態で特許を取得していた場合には，請求項１
～３を組み合わせて，「ＡとＢとＣとを含む組
成物」という新たなクレームを作成する補正は，
ⅱ）の併合補正ではなく，上記ⅰ）の削除補正
として取り扱われる。したがってこの場合，同
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内容の補正であるにもかかわらず，時期的要件
を緩和させることが可能となる。

5 ．	おわりに

中国，韓国及び台湾のアジア３か国間で，マ
ルチマルチクレームの取り扱いは相違してお
り，韓国ではあらゆるタイプのマルチマルチク
レームが禁止されている一方，中国及び台湾に
おいては，特定のタイプのマルチマルチクレー
ムは禁止対象の例外となっている。しかも禁止
対象の例外となるマルチマルチクレームのタイ
プは，中国と台湾との間で相違する。
これらの相違を把握しておけば，マルチマル
チクレームである旨の拒絶理由を回避するため
の必要最小限の補正を各国で行うことが可能と
なり，これに伴うメリットは上述のとおりであ
る。中国や台湾ではそもそも補正を要しないか
もしれない。
特に，独立クレーム関与型はよく見かけるマ

ルチマルチクレームである。このタイプのマル
チマルチクレームは，中国及び台湾では補正不
要であることに留意すべきである。
最後に，米国について触れる。米国において

もマルチマルチクレームが認められないことは
よく知られている。米国におけるマルチマルチ
クレームの取り扱いは韓国と同様であり，独立
クレーム関与型及び単項引用クレーム介在型を
含むあらゆるタイプのマルチマルチクレームが
禁止されている２）。

本稿が，海外特許実務を担当する方々にとっ
て，少しでも有益な情報となれば幸いである。

注　記

 1） 単項引用クレーム介在型のマルチマルチクレー
ムが許容されるか否かを，中国の専利法実施細
則第22条第２項の規定から必ずしも読み取るこ
とはできない。単項引用クレーム介在型のマル
チマルチクレームが中国において許容されるこ
とは，現地事務所へ問い合わせることによって
確認した。

 2） 37 CFR 1.75（c）は，次のように規定している。
『A multiple dependent claim shall not serve as 
a basis for any other multiple dependent claim.
（多項従属形式のクレームは，他の多項従属クレ
ームの基礎とすることができない。）』

 また，MPEP 608.01（n）は，次のように規定し
ている。
『A multiple dependent claim may not serve as 
a basis for any other multiple dependent claim, 
either directly or indirectly.（多項従属形式のク
レームは，直接的又は間接的のいずれであって
も，他の多項従属クレームの基礎とすることが
できない。）』
これらの条項から，単項引用クレーム介在型の
マルチマルチクレームが禁止されていることは
明らかである。独立クレーム関与型のマルチマ
ルチクレームが禁止されているか否かは，上記
条項から必ずしも明らかではないが，現地事務
所に確認したところ，独立クレーム関与型も拒
絶される，又は拒絶される可能性が高いとのこ
とであった。

（原稿受領日　2016年11月８日）
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